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高  梁  市 



第１回高梁市議会(定例)議案目録 

議案番号 件              名 結 果 頁 

議案第 １号 

高梁市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の

提供に関する条例の一部を改正する条例 

 

7 

議案第 ２号 高梁市防災会議条例の一部を改正する条例 
 

13 

議案第 ３号 高梁市復興基金条例の一部を改正する条例 
 

15 

議案第 ４号 
高梁市情報公開及び個人情報保護に関する条例を廃止する条

例 

 
17 

議案第 ５号 高梁市個人情報保護法施行条例 
 

19 

議案第 ６号 高梁市情報公開条例 
 

21 

議案第 ７号 高梁市情報公開・個人情報保護審査会条例 
 

29 

議案第 ８号 
高梁市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条

例 

 
35 

議案第 ９号 高梁市常山交流センター条例の一部を改正する条例 
 

37 

議案第１０号 高梁市営地域住宅条例の一部を改正する条例 
 

43 

議案第１１号 高梁市コミュニティ施設条例の一部を改正する条例 
 

47 

議案第１２号 
高梁市墓地等の経営の許可等に関する条例の一部を改正する

条例 

 
49 

議案第１３号 高梁市子ども・子育て会議条例の一部を改正する条例 
 

53 

議案第１４号 
高梁市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例 

 
55 

議案第１５号 高梁市学童保育条例の一部を改正する条例 
 

61 



議案第１６号 高梁市国民健康保険条例の一部を改正する条例 
 

63 

議案第１７号 高梁市デイサービスセンター条例の一部を改正する条例 
 

65 

議案第１８号 
高梁市消防団員の任免、給与、服務等に関する条例の一部を改

正する条例 

 
67 

議案第１９号 
高梁市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関

する基準を定める条例の一部を改正する条例 

 
71 

議案第２０号 
高梁市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例 

 
75 

議案第２１号 市道路線の変更について 
 

79 

議案第２２号 市道路線の認定について 
 

83 

議案第２３号 弥高山公園の指定管理者の指定について 
 

87 

議案第２４号 高梁市滞在型宿泊施設の指定管理者の指定について 
 

89 

議案第２５号 
高梁市川上デイサービスセンターの指定管理者の指定につい

て 

 
91 

議案第２６号 高梁市高齢者見守り支援施設の指定管理者の指定について 
 

93 

議案第２７号 令和４年度高梁市一般会計補正予算（第８号) 
 

 

議案第２８号 令和４年度高梁市国民健康保険特別会計補正予算（第３号） 
 

 

議案第２９号 
令和４年度高梁市国民健康保険成羽病院事業会計補正予算（第

３号） 

 
 

議案第３０号 令和４年度高梁市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 
 

 

議案第３１号 令和４年度高梁市介護保険特別会計補正予算（第４号） 
 

 



議案第３２号 令和４年度高梁市養護老人ホーム特別会計補正予算（第３号） 
 

 

議案第３３号 
令和４年度高梁市特別養護老人ホーム特別会計補正予算（第３

号） 

 
 

議案第３４号 令和４年度高梁市水道事業特別会計補正予算（第３号） 
 

 

議案第３５号 令和４年度高梁市下水道事業特別会計補正予算（第４号） 
 

 

議案第３６号 令和４年度高梁市地域開発事業特別会計補正予算（第１号） 
 

 

議案第３７号 令和４年度高梁市巨瀬財産区特別会計補正予算（第１号） 
 

 

議案第３８号 令和５年度高梁市一般会計予算 
 

 

議案第３９号 令和５年度高梁市国民健康保険特別会計予算 
 

 

議案第４０号 令和５年度高梁市国民健康保険成羽病院事業会計予算 
 

 

議案第４１号 令和５年度高梁市へき地診療所特別会計予算 
 

 

議案第４２号 令和５年度高梁市後期高齢者医療特別会計予算 
 

 

議案第４３号 令和５年度高梁市介護保険特別会計予算 
 

 

議案第４４号 令和５年度高梁市養護老人ホーム特別会計予算 
 

 

議案第４５号 令和５年度高梁市特別養護老人ホーム特別会計予算 
 

 

議案第４６号 令和５年度高梁市畑地かんがい事業特別会計予算 
 

 

議案第４７号 令和５年度高梁市水道事業特別会計予算 
 

 



議案第４８号 令和５年度高梁市下水道事業特別会計予算 
 

 

議案第４９号 令和５年度高梁市地域開発事業特別会計予算 
 

 

議案第５０号 令和５年度高梁市巨瀬財産区特別会計予算 
 

 

議案第５１号 令和５年度高梁市宇治財産区特別会計予算 
 

 

議案第５２号 令和５年度高梁市有漢財産区特別会計予算 
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議案第１号 

高梁市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する 

法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を 

改正する条例 

高梁市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例を次のとお

り制定する。 

令和５年３月６日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

高梁市条例第  号 

（令和５年  月  日制定）   

高梁市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する 

法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を 

改正する条例 

高梁市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年高梁市条例第４３号）

の一部を次のように改正する。 

 

 別表第１中６の項を９の項とし、５の項を８の項とし、４の項を７の項とし、３の項の

次に次の３項を加える。 

４ 市長 高梁市営地域住宅条例（平成２９年高梁市条例第１９号）による地域住宅の

管理に関する事務であって規則で定めるもの  

５ 市長 高梁市営定住促進住宅条例（令和４年高梁市条例第３１号）による定住促進

住宅の管理に関する事務であって規則で定めるもの  

６ 市長 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に準じて実施する生活に困窮する

外国人に対する生活保護の措置に関する事務であって規則で定めるもの  

 

別表第２中６の項を９の項とし、５の項を８の項とし、４の項を７の項とし、３の項の

次に次の３項を加える。 
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４ 市長 高梁市営地域住宅条例による地

域住宅の管理に関する事務であ

って規則で定めるもの  

住民票関係情報、地方税関係情報、障害者

関係情報及び生活保護実施関係情報であっ

て規則で定めるもの  

５ 市長 高梁市営定住促進住宅条例によ

る定住促進住宅の管理に関する

事務であって規則で定めるもの  

住民票関係情報、地方税関係情報、障害者

関係情報及び生活保護実施関係情報であっ

て規則で定めるもの  

６ 市長 生活保護法に準じて実施する生

活に困窮する外国人に対する生

活保護の措置に関する事務であ

って規則で定めるもの  

住民票関係情報、地方税関係情報、医療保

険給付関係情報、児童手当関係情報、児童

扶養手当関係情報、障害者関係情報、介護

保険給付等関係情報、母子及び父子並びに

寡婦関係情報、特別児童扶養手当関係情報、

中国残留邦人等支援給付等関係情報及び生

活保護実施関係情報であって規則で定める

もの  

 

別表第３中１の項の次に次の１項を加える。 

２ 市長 生活保護法に準じて実施する生

活に困窮する外国人に対する生

活保護の措置に関する事務であ

って規則で定めるもの  

教育委員会 学校保健安全法による医療に要

する費用についての援助に関す

る情報であって規則で定めるも

の  

 

附 則（令和５年高梁市条例第  号） 

この条例は、公布の日から施行し、令和５年３月１日から適用する。  

 

 

提 案 理 由 

地域住宅及び定住促進住宅の管理並びに外国人に対する生活保護の措置に当たり個人番

号を利用するため。 



 

 

9
 

（参考）   高梁市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人 

       情報の提供に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

別表第1(第4条関係) 別表第1(第4条関係) 

機関 事務 

（略） 

4 市長 高梁市営地域住宅条例(平成29年高梁市条例第19号)によ

る地域住宅の管理に関する事務であって規則で定めるも

の 

5 市長 高梁市営定住促進住宅条例（令和4年高梁市条例第31号）

による定住促進住宅の管理に関する事務であって規則で

定めるもの 

6 市長 生活保護法（昭和25年法律第144号）に準じて実施する生

活に困窮する外国人に対する生活保護の措置に関する事

務であって規則で定めるもの 

7 市長 高梁市子ども医療費給付に関する条例(平成16年高梁市

条例第122号)による医療費給付に関する事務であって規

則で定めるもの 

8 市長 高梁市心身障害者医療費給付条例(平成16年高梁市条例

第145号)による医療費給付に関する事務であって規則で

定めるもの 

9 市長 高梁市ひとり親家庭等医療費給付に関する条例(平成16

年高梁市条例第123号)による医療費給付に関する事務で

機関 事務 

（略） 

4 市長 高梁市子ども医療費給付に関する条例(平成16年高梁市

条例第122号)による医療費給付に関する事務であって規

則で定めるもの 

5 市長 高梁市心身障害者医療費給付条例(平成16年高梁市条例

第145号)による医療費給付に関する事務であって規則で

定めるもの 

6 市長 高梁市ひとり親家庭等医療費給付に関する条例(平成16

年高梁市条例第123号)による医療費給付に関する事務で

あって規則で定めるもの 
 



 

 

1
0
 

あって規則で定めるもの 
 

別表第2(第4条関係) 別表第2(第4条関係) 

機関 事務 特定個人情報 

（略） 

4 市長 高梁市営地域住宅条例に

よる地域住宅の管理に関

する事務であって規則で

定めるもの 

住民票関係情報、地方税関係情

報、障害者関係情報及び生活保

護実施関係情報であって規則

で定めるもの 

5 市長 高梁市営定住促進住宅条

例による定住促進住宅の

管理に関する事務であっ

て規則で定めるもの 

住民票関係情報、地方税関係情

報、障害者関係情報及び生活保

護実施関係情報であって規則

で定めるもの 

6 市長 生活保護法に準じて実施

する生活に困窮する外国

人に対する生活保護の措

置に関する事務であって

規則で定めるもの 

住民票関係情報、地方税関係情

報、医療保険給付関係情報、児

童手当関係情報、児童扶養手当

関係情報、障害者関係情報、介

護保険給付等関係情報、母子及

び父子並びに寡婦関係情報、特

別児童扶養手当関係情報、中国

残留邦人等支援給付等関係情

報及び生活保護実施関係情報

であって規則で定めるもの 

7 市長 高梁市子ども医療費給付 住民票関係情報、地方税関係情

機関 事務 特定個人情報 

（略） 

4 市長 高梁市子ども医療費給付

に関する条例による医療

費給付に関する事務であ

って規則で定めるもの 

住民票関係情報、地方税関係情

報、障害者関係情報及び医療保

険給付関係情報であって規則

で定めるもの 

5 市長 高梁市心身障害者医療費

給付条例による医療費給

付に関する事務であって

規則で定めるもの 

住民票関係情報、地方税関係情

報、障害者関係情報及び医療保

険給付関係情報であって規則

で定めるもの 

6 市長 高梁市ひとり親家庭等医

療費給付に関する条例に

よる医療費給付に関する

事務であって規則で定め

るもの 

住民票関係情報、地方税関係情

報、障害者関係情報及び医療保

険給付関係情報であって規則

で定めるもの 

 



 

 

1
1
 

に関する条例による医療

費給付に関する事務であ

って規則で定めるもの 

報、障害者関係情報及び医療保

険給付関係情報であって規則

で定めるもの 

8 市長 高梁市心身障害者医療費

給付条例による医療費給

付に関する事務であって

規則で定めるもの 

住民票関係情報、地方税関係情

報、障害者関係情報及び医療保

険給付関係情報であって規則

で定めるもの 

9 市長 高梁市ひとり親家庭等医

療費給付に関する条例に

よる医療費給付に関する

事務であって規則で定め

るもの 

住民票関係情報、地方税関係情

報、障害者関係情報及び医療保

険給付関係情報であって規則

で定めるもの 

 

別表第3(第5条関係) 別表第3(第5条関係) 

情報照会機関 事務 情報提供機関 特定個人情報 

（略） 

2 市長 生活保護法に準じて

実施する生活に困窮

する外国人に対する

生活保護の措置に関

する事務であって規

則で定めるもの 

教育委員会 学校保健安全法によ

る医療に要する費用

についての援助に関

する情報であって規

則で定めるもの 

 

情報照会機関 事務 情報提供機関 特定個人情報 

（略） 
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議案第２号 

   高梁市防災会議条例の一部を改正する条例 

 高梁市防災会議条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

  令和５年３月６日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

高梁市条例第  号 

（令和５年  月  日制定）   

   高梁市防災会議条例の一部を改正する条例 

 高梁市防災会議条例（平成１６年高梁市条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条第４号中「前２号」を「前各号」に改め、同号を同条第５号とし、同条中第３号を

第４号とし、第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加える。 

 (2) 高梁市水防計画その他水防に関し重要な事項を調査審議すること。 

 

   附 則（令和５年高梁市条例第  号） 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （高梁市水防協議会条例の廃止） 

２ 高梁市水防協議会条例（平成１６年高梁市条例第１６号）は、廃止する。 

 

 

    提 案 理 由 

 高梁市防災会議の所掌事務に高梁市水防計画等の調査審議を加えるため。 



 

 

1
4
 

（参考）                      高梁市防災会議条例新旧対照表 

改正案 現行 

(所掌事務) (所掌事務) 

第2条 防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 第2条 防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(1) 高梁市地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

(2) 高梁市水防計画その他水防に関し重要な事項を調査審議するこ

と。 

(1) 高梁市地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

(3) 市長の諮問に応じて市の地域に係る防災に関する重要事項を審

議すること。 

(2) 市長の諮問に応じて市の地域に係る防災に関する重要事項を審

議すること。 

(4) 前号に規定する重要事項に関し、市長に意見を述べること。 (3) 前号に規定する重要事項に関し、市長に意見を述べること。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりそ

の権限に属する事務 

(4) 前2号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりそ

の権限に属する事務 
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議案第３号 

   高梁市復興基金条例の一部を改正する条例 

 高梁市復興基金条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

  令和５年３月６日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

高梁市条例第  号 

（令和５年  月  日制定）   

   高梁市復興基金条例の一部を改正する条例 

 高梁市復興基金条例（令和元年高梁市条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１条中「復旧及び復興を図るため」を「復興を図るとともに、今後の大規模災害からの

早期の復旧、復興等に備えるため」に改める。 

 

   附 則（令和５年高梁市条例第  号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

    提 案 理 由 

 大規模災害からの復旧、復興等に備えるため。 



 

 

1
6
 

（参考）                      高梁市復興基金条例新旧対照表 

改正案 現行 

(設置) (設置) 

第1条 平成30年7月豪雨災害からの復興を図るとともに、今後の大規模

災害からの早期の復旧、復興等に備えるため、高梁市復興基金(以下

「基金」という。)を設置する。 

第1条 平成30年7月豪雨災害からの復旧及び復興を図るため、高梁市復

興基金(以下「基金」という。)を設置する。 
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議案第４号 

   高梁市情報公開及び個人情報保護に関する条例を廃止する条例 

 高梁市情報公開及び個人情報保護に関する条例を廃止する条例を次のとおり制定する。 

  令和５年３月６日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

高梁市条例第  号 

（令和５年  月  日制定）   

   高梁市情報公開及び個人情報保護に関する条例を廃止する条例 

 高梁市情報公開及び個人情報保護に関する条例（平成１６年高梁市条例第１０号）は、廃止

する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行前に前項の規定による廃止前の高梁市情報公開及び個人情報保護に関する

条例（以下「旧条例」という。）第３条第１項、第２６条第１項又は第２７条の規定による請

求がされた場合における開示、訂正及び削除については、なお従前の例による。 

３ 次に掲げる者に係る旧条例第１４条第２項、第２３条第２項又は第２５条の規定による職

務又はその業務に関して知り得た旧条例第２条第３号に規定する個人情報（以下「旧個人情

報」という。）を他に漏らし、又は不当な目的に利用してはならない義務については、この条

例の施行後も、なお従前の例とする。 

 (1) この条例の施行の際現に旧条例第２条第１号に規定する実施機関（以下「旧実施機関」

という。）の職員である者又はこの条例の施行前において旧実施機関の職員であった者 

 (2) この条例の施行前において旧実施機関から委託を受けた旧条例第２条第６号に規定す

る保有個人情報の処理に関する業務に従事していた者 

 (3) この条例の施行前において地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第 3

項に規定する指定管理者が行う公の施設の管理業務に従事していた者 

４ 前項第１号及び第２号に掲げる者が、正当な理由がないのに、この条例の施行前において
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旧実施機関が保有していた個人の秘密に属する事項が記録された旧条例第２条第７号アに係

る個人情報ファイル（その全部又は一部を複製し、又は加工したものを含む。）をこの条例の

施行後に提供したときは、２年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処する。 

５ 附則第３項第１号及び第２号に掲げる者が、その業務に関して知り得たこの条例の施行前

において旧実施機関が保有していた旧条例第２条第６号に規定する保有個人情報をこの条例

の施行後に自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、１

年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。 

６ この条例の施行の際現に旧条例第３３条第１項の規定により置かれた高梁市情報公開及び

個人情報保護審査会（以下「旧審査会」という。）の委員である者又は施行前において旧審査

会の委員であった者に係る同条第４項の規定による職務上知り得た秘密を漏らしてはならな

い義務については、この条例の施行後も、なお従前の例による。 

７ この条例の施行の際現に旧条例第３４条第１項の規定により置かれた高梁市情報公開及び

個人情報保護審議会（以下「旧審議会」という。）の委員である者又は施行前において旧審議

会の委員であった者に係る第３４条第３項において準用する第３３条第４項に規定する職務

上知り得た秘密を漏らしてはならない義務については、この条例の施行後も、なお従前の例

による。 

８ この条例の施行前にした旧条例の規定に違反する行為に対する罰則の適用については、な

お従前の例による。 

 

 

提 案 理 由 

 個人情報の保護に関する法律の改正に伴い、高梁市情報公開及び個人情報保護に関する条例

を廃止するため。 
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議案第５号 

   高梁市個人情報保護法施行条例 

 高梁市個人情報保護法施行条例を次のとおり制定する。 

  令和５年３月６日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

高梁市条例第  号 

（令和５年  月  日制定）   

   高梁市個人情報保護法施行条例 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「法」と

いう。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例において「実施機関」とは、市長、教育委員会、選挙管理委員会、農業委員

会、固定資産評価審査委員会、監査委員、消防長及び財産区をいう。 

２ 前項に規定するもののほか、この条例で使用する用語は、法及び個人情報の保護に関する

法律施行令（平成１５年政令第５０７号）で使用する用語の例による。 

 （開示請求に係る手数料等） 

第３条 法第８９条第２項の規定により納めなければならない手数料の額は、開示請求に係る

保有個人情報が記録されている実施機関における行政文書１件につき３００円とする。 

２ 法第８７条第１項の規定による写しの交付を受ける者は、当該写しの作成及び送付に要す

る費用として実費の範囲内において規則で定める額を負担しなければならない。 

 （審査会への諮問） 

第４条 実施機関は、次のいずれかに該当する場合において、個人情報の適正な取扱いを確保

するため専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要であると認めるときは、高梁市情

報公開・個人情報保護審査会条例（令和５年高梁市条例第  号）第２条に規定する高梁市

情報公開・個人情報保護審査会に諮問することができる。 

 (1) この条例の規定を改正し、又は廃止しようとする場合 

 (2) 法第６６条第１項の規定に基づき講ずる措置の基準を定めようとする場合 
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 (3) 前２号に掲げるもののほか、実施機関における個人情報の取扱いに関する運用上の細

則を定めようとする場合 

（施行状況の公表） 

第５条 実施機関は、法及びこの条例の施行の状況について、毎年度公表するものとする。 

 （委任） 

第６条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（高梁市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例の一部改正） 

２ 高梁市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１６年高梁市条例第１３号）

の一部を次のように改正する。 

  第１０条中「高梁市情報公開及び個人情報保護に関する条例（平成１６年高梁市条例第１

０号）」を「個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）」に改める。 

 

 

提 案 理 由 

個人情報の保護に関する法律の改正により、同法が地方公共団体に適用されることに伴い、

個人情報の取扱いに関し必要な事項を定めるため。 
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議案第６号 

   高梁市情報公開条例 

 高梁市情報公開条例を次のとおり制定する。 

  令和５年３月６日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

高梁市条例第  号 

（令和５年  月  日制定）   

   高梁市情報公開条例 

 

（目的） 

第１条 この条例は、行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成１１年法律第４２号）

の理念にのっとり、市民の行政文書の公開を求める権利を保障することにより、市の諸活動

を市民に説明する責務を全うし、市政への市民参加を推進するとともに、市政に対する市民

の理解及び信頼を深め、もって開かれた市政の実現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 実施機関 市長、教育委員会、選挙管理委員会、農業委員会、固定資産評価審査委員会、

監査委員、消防長、議会及び財産区をいう。 

(2) 行政文書 実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書、図画及び電磁的記録

（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作ら

れた記録をいう。以下同じ。）であって、当該実施機関の職員が組織的に用いるものとして、

実施機関が保有しているものをいう。ただし、次に掲げるものを除く。 

ア 一般に容易に入手することができるもの又は一般に利用することができる施設におい

て閲覧若しくは視聴に供されているもの 

イ 歴史的若しくは文化的な資料又は学術研究用の資料として特別に保有しているもの 

(3) 開示 行政文書の閲覧又はその写しの交付をいう。 

 （実施機関の責務） 

第３条 実施機関は、この条例の運用に当たっては、行政文書の開示を請求する権利を十分に

尊重するとともに、個人に関する情報が十分に保護されるよう最大限の配慮をしなければな
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らない。 

 （利用者の責務） 

第４条 この条例の定めるところにより行政文書の開示を請求するものは、この条例により保

障された権利を正当に行使するとともに、個人の基本的人権の重要性を認識し、行政文書の

開示によって得た情報を第１条の目的に即して適正に使用しなければならない。 

（開示を請求できるもの） 

第５条 次に掲げるものは、実施機関に対して行政文書の開示を請求することができる。 

(1) 市内に住所を有する者 

(2) 市内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体 

(3) 市内の事務所又は事業所に勤務する者 

(4) 市内の学校に在学する者 

(5) 前各号に掲げるもののほか、実施機関が行う事務事業に利害関係を有するもの。この場

合において開示請求できる行政文書は、そのものが利害関係を有する情報が記録されてい

る行政文書に限る。 

（開示請求） 

第６条 前条の規定により行政文書の開示を請求（以下「開示請求」という。）しようとするも

のは、開示請求書を提出しなければならない。 

（開示） 

第７条 実施機関は、開示請求があったときは、当該行政文書を開示しなければならない。た

だし、開示請求に係る行政文書に次に掲げる情報（以下「不開示情報」という。）のいずれか

が記録されている場合を除く。 

(1) 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、当該

情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若しくは電磁的記録に記載さ

れ、若しくは記録され、又は音声、動作その他の方法を用いて表された一切の事項をいう。）

により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することにより、特定の

個人を識別することができることとなるものを含む。）。ただし、次に掲げる情報を除く。 

ア 法令又は条例（以下「法令等」という。）の規定により何人でも閲覧することができる

情報 

イ 公表することを目的として作成し、又は取得した情報 

ウ 公務員の職務の遂行に係る情報のうち、当該公務員の職及び氏名に関する部分であっ
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て、開示しても当該公務員の個人の権利利益を害するおそれがないと認められるもの 

エ 人の生命、健康、財産及び生活を保護するため、開示することがより必要であると認

められる情報 

(2) 法人その他の団体（国及び地方公共団体を除く。以下「法人等」という。）に関する情

報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、次に掲げるもの。ただし、人の

生命、健康、生活又は財産を保護するため、開示することがより必要であると認められる

ものを除く。 

ア 公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利

益を害するおそれがあるもの 

イ 実施機関からの要請を受けて、公にしないとの条件で任意に提供されたものであって、

法人等又は個人における通例として公にしないこととされているものその他の当該条件

を付することが当該情報の性質、当時の状況等に照らして合理的であると認められるも

の 

(3) 市の内部又は市と国等との間における審議、検討又は協議に関する情報であって、公に

することにより率直な意見の交換若しくは公正な意思決定が不当に損なわれるおそれ、不

当に市民の間に混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え、若しくは不利

益を及ぼすおそれがあるもの 

(4) 公にすることにより、犯罪の予防及び捜査、警備その他公共の安全と秩序の維持に支障

を及ぼすおそれがあると実施機関が認めることにつき相当の理由がある情報 

(5) 法令等の規定により、開示することができないとされている情報 

(6) 実施機関の行う事務事業に関する情報であって、公にすることにより、次に掲げるおそ

れその他当該事務事業の性質上、当該事務事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある

もの 

ア 監査、検査又は試験に係る事務に関し、正確な事実の把握を困難にするおそれ又は不

当な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にするおそれ 

イ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、市の財産上の利益又は当事者としての地位を

不当に害するおそれ 

ウ 調査研究に係る事務に関し、公平かつ能率的な遂行を不当に害するおそれ 

エ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ 

 （部分開示） 
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第８条 開示請求に係る行政文書の一部に不開示情報が記録されている場合において、不開示

情報が記録されている部分を容易に除くことができるときは、その部分を除いて当該行政文

書を開示するものとする。 

（公益上の理由による裁量開示） 

第９条 実施機関は、開示請求に係る行政文書に不開示情報が記録されている場合であっても、

公益上特に必要があると認めるときは、開示請求者に対し、当該行政文書を開示することが

できる。 

（行政文書の存否に関する情報） 

第１０条 開示請求に対し、当該開示請求に係る行政文書が存在しているか否かを答えるだけ

で、不開示情報を開示することとなるときは、実施機関は、当該行政文書の存否を明らかに

しないで、当該開示請求を拒否することができる。 

（開示請求に対する措置） 

第１１条 実施機関は、開示請求に係る行政文書を開示するときは、その旨の決定をし、開示

請求者に対しその旨を書面により通知しなければならない。 

２ 実施機関は、開示請求に係る行政文書を開示しないときは、その旨の決定をし、開示請求

者に対しその旨を書面により通知しなければならない。 

（開示決定等の期限） 

第１２条 前条に規定する決定（以下「開示決定等」という。）は、開示請求書を受理した日か

ら起算して３０日以内にしなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、

開示請求書を受理した日から起算して６０日を限度として、その期間を延長することができ

る。この場合において、実施機関は開示請求者に対し、開示請求書を受理した日から起算し

て３０日以内に延長後の期間及び延長の理由を書面により通知しなければならない。 

（開示決定等の期限の特例） 

第１３条 実施機関は、開示請求に係る行政文書が著しく大量であるため、開示請求書を受理

した日から起算して６０日以内にその全てについて開示決定をすることにより事務の遂行に

著しい支障が生ずるおそれがある場合には、前条の規定にかかわらず、開示請求に係る行政

文書の相当の部分につき、当該期間内に開示決定等をし、残りの部分については、相当の期

間内に開示決定等をすることができる。この場合においては、前条第２項後段の規定により

開示請求者に通知しなければならない。 
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（第三者に対する意見書提出の機会の付与等） 

第１４条 開示請求に係る行政文書に国及びその他の地方公共団体並びに開示請求者以外の者

（以下「第三者」という。）に関する情報が記録されているときは、実施機関は、開示決定等

をするに当たって、当該情報に係る第三者に対し、開示請求に係る行政文書の教示その他必

要な事項を通知して、意見書を提出する機会を与えることができる。 

２ 実施機関は、次の各号のいずれかに該当するときは、開示決定に先立ち、当該第三者に対

し、開示請求に係る行政文書の教示その他必要な事項を通知して、意見書を提出する機会を

与えなければならない。ただし、当該第三者の所在が判明しない場合は、この限りでない。 

(1) 第三者に関する情報が記録されている行政文書を開示しようとする場合であって、当

該情報が第７条第１号ただし書エ又は同条第２号ただし書に規定する情報に該当すると認

められるとき。 

(2) 第三者に関する情報が記録されている行政文書を第９条の規定により開示しようとす

るとき。 

３ 実施機関は、前２項の規定により意見書の提出の機会を与えられた第三者が当該行政文書

の開示に反対の意思を表示した意見書を提出した場合において、開示決定をするときは、開

示決定の日と開示を実施する日との間に少なくとも２週間を置かなければならない。この場

合において、実施機関は、開示決定後直ちに、当該意見書を提出した第三者に対し、開示決

定をした旨及びその理由並びに開示を実施する日を書面により通知しなければならない。 

（開示の実施） 

第１５条 行政文書の開示は、閲覧又は文書の写しの交付により行う。ただし、閲覧の方法に

よる行政文書の開示にあっては、実施機関は、当該行政文書の保存に支障を生ずるおそれが

あると認めるときその他相当な理由があるときは、その写しにより、これを行うことができ

る。 

（開示請求に係る手数料等） 

第１６条 この条例の規定による開示請求に係る手数料は、行政文書１件につき３００円とす

る。 

２ 前条の規定により写しの交付を受ける者は、当該写しの作成及び送付に要する費用として

実費の範囲内において規則で定める額を負担しなければならない。 

（審理員による審理手続に関する規定の適用除外） 

第１７条 この条例に基づく決定等又は請求に係る不作為に係る審査請求については、行政不
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服審査法（平成２６年法律第６８号）第９条第１項の規定は、適用しない。 

（審査請求に関する手続） 

第１８条 この条例に基づく開示決定等又は開示請求に係る不作為に対して審査請求があった

場合は、当該審査請求に対する裁決をすべき実施機関は、次の各号のいずれかに該当すると

きを除き、遅滞なく高梁市情報公開・個人情報保護審査会条例（令和５年高梁市条例第  号）

第２条に規定する高梁市情報公開・個人情報保護審査会（以下「審査会」という。）に諮問し

なければならない。 

(1) 審査請求が不適法であり、却下する場合 

(2) 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る行政文書の全部を開示すること

とする場合（第三者から当該行政文書の開示について反対の意思を表示した意見書が提出

されている場合を除く。） 

２ 前項の規定による諮問は、行政不服審査法第９条第３項において読み替えて適用する同法

第２９条第２項の弁明書の写しを添えてするものとする。 

３ 第１項の規定による実施機関の諮問を受けた審査会は、調査審議するとともに、この条例

による情報公開に係る制度の改善及び運営に関する重要事項について実施機関の諮問に応じ

調査審議するものとする。 

（行政文書目録の作成） 

第１９条 実施機関は、行政文書の目録を作成し、一般の閲覧に供するものとする。 

（施行状況の公表） 

第２０条 実施機関は、この条例の施行の状況について、毎年度公表するものとする。 

（他の制度との調整） 

第２１条 行政文書の閲覧、縦覧又は写しの交付の手続が別に定められている場合には、その

定めるところによるものとする。 

（委任） 

第２２条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 



27 

提 案 理 由 

 高梁市情報公開及び個人情報保護に関する条例の廃止に伴い、情報公開に関し必要な事項を

定めるため。 
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議案第７号 

   高梁市情報公開・個人情報保護審査会条例 

 高梁市情報公開・個人情報保護審査会条例を次のとおり制定する。 

  令和５年３月６日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

高梁市条例第  号 

（令和５年  月  日制定）   

   高梁市情報公開・個人情報保護審査会条例 

 

（設置） 

第１条 情報公開制度及び個人情報保護制度における審査請求について調査審議等するため、

高梁市情報公開・個人情報保護審査会（以下「審査会」という。）を置く。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 諮問庁 高梁市情報公開条例（令和５年高梁市条例第  号。以下「情報公開条例」と

いう。）第１８条第１項の規定により審査会に諮問をした実施機関（情報公開条例第２条第

１号に規定する実施機関をいう。）、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７

号。以下「法」という。）第１０５条第３項において準用する同条第１項の規定により審査

会に諮問をした実施機関（高梁市個人情報保護法施行条例（令和５年高梁市条例第  号。

以下「個人情報保護条例」という。）第２条第１項に規定する実施機関をいう。）及び高梁

市議会の個人情報の保護に関する条例（令和５年高梁市条例第  号）第４５条第１項の

規定により審査会に諮問をした議長をいう。 

(2) 行政文書 情報公開条例第１２条第１項に規定する開示決定等に係る行政文書（情報

公開条例第２条第２号に規定する行政文書をいう。）をいう。 

(3) 保有個人情報 法第７８条第１項第４号、第９４条第１項又は第１０２条第１項に規

定する開示決定等、訂正決定等又は利用停止決定等に係る保有個人情報（法第６０条第１

項に規定する保有個人情報のうち同項に規定する地方公共団体等行政文書に係るものをい

う。）をいう。 

(4) 電磁的記録 電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができ
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ない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。 

（所掌事項） 

第３条 審査会は、次に掲げる事項について所掌する。 

(1) 情報公開条例第１８条第１項の規定による諮問に応じ審査請求について調査審議する

こと。 

(2) 法第１０５条第３項において準用する同条第１項の規定による諮問に応じ審査請求に

ついて調査審議すること。 

(3) 高梁市議会の個人情報の保護に関する条例第４５条第１項に規定する諮問に応じ審査

請求について調査審議すること。 

(4) 個人情報保護条例第４条の規定による諮問に応じ個人情報の適正な取扱いの確保に関

する事項について調査審議すること。 

(5) 情報公開条例第１８条第３項の規定による諮問に応じ情報公開に係る制度の改善及び

運営に関する重要事項について調査審議すること。 

２ 審査会は、前項に定めるもののほか、情報公開及び個人情報保護に係る制度の運営に関す

る重要事項について実施機関に建議することができる。 

（組織） 

第４条 審査会は、委員５人以内をもって組織する。 

（委員） 

第５条 委員は、優れた識見を有する者のうちから、市長が委嘱する。 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

３ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

（会長及び副会長） 

第６条 審査会に、会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、審査会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（審査会の調査権限） 

第７条 審査会は、審査請求に係る事件に関し必要があると認めるときは、諮問庁に対し、行

政文書又は保有個人情報の提示を求めることができる。この場合においては、何人も、審査

会に対し、その提示された行政文書又は保有個人情報の開示を求めることができない。 
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２ 諮問庁は、審査会から前項の規定による求めがあったときは、これを拒んではならない。 

３ 審査会は、審査請求に係る事件に関し必要があると認めるときは、諮問庁に対し、行政文

書に記録されている情報又は保有個人情報に含まれている情報の内容を審査会の指定する方

法により分類又は整理した資料を作成し、審査会に提出するよう求めることができる。 

４ 第１項及び前項に定めるもののほか、審査会は、審査請求に係る事件に関し、審査請求人、

参加人（行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第１３条第４項に規定する参加人をい

う。以下同じ。）又は諮問庁（以下「審査請求人等」という。）に意見書又は資料の提出を求

めること、適当と認める者にその知っている事実を陳述させることその他必要な調査をする

ことができる。 

（意見の陳述） 

第８条 審査会は、審査請求人等から申出があったときは、当該審査請求人等に口頭で意見を

述べる機会を与えなければならない。ただし、審査会が、その必要がないと認めるときは、

この限りでない。 

２ 前項本文の場合においては、審査請求人又は参加人は、審査会の許可を得て、補佐人とと

もに出頭することができる。 

（意見書等の提出） 

第９条 審査請求人等は、審査会に対し、意見書又は資料を提出することができる。ただし、

審査会が意見書又は資料を提出すべき相当の期間を定めたときは、その期間内にこれを提出

しなければならない。 

（提出資料の写しの送付等） 

第１０条 審査会は、第７条第３項若しくは第４項又は前条の規定による意見書又は資料の提

出があったときは、当該意見書又は資料の写し（電磁的記録にあっては、当該電磁的記録に

記録された事項を記載した書面）を当該意見書又は資料を提出した審査請求人等以外の審査

請求人等に送付するものとする。ただし、第三者の利益を害するおそれがあると認められる

ときその他正当な理由があるときは、この限りでない。 

２ 審査請求人等は、審査会に対し、審査会に提出された意見書又は資料の閲覧（電磁的記録

にあっては、記録された事項を審査会が定める方法により表示したものの閲覧）を求めるこ

とができる。この場合において、審査会は、第三者の利益を害するおそれがあると認めると

きその他正当な理由があるときでなければ、その閲覧を拒むことができない。 

３ 審査会は、第１項の規定による送付をし、又は前項の規定による閲覧をさせようとすると
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きは、当該送付又は閲覧に係る意見書又は資料を提出した審査請求人等の意見を聴かなけれ

ばならない。ただし、審査会が、その必要がないと認めるときは、この限りでない。 

４ 審査会は、第２項の規定による閲覧について、日時及び場所を指定することができる。 

（審査請求に係る調査審議手続の非公開） 

第１１条 審査会の行う審査請求に係る調査審議の手続は、公開しない。 

（答申書の送付） 

第１２条 審査会は、審査請求に係る諮問に対する答申をしたときは、答申書の写しを審査請

求人及び参加人に送付するものとする。 

（委任） 

第１３条 この条例に定めるもののほか、審査会に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（旧審査会の廃止に伴う経過措置） 

２ この条例の施行の際現に廃止前の高梁市情報公開及び個人情報保護に関する条例（平成１

６年高梁市条例第１０号。以下「旧条例」という。）第３３条第１項の規定により置かれた高

梁市情報公開及び個人情報保護審査会（以下「旧審査会」という。）の委員である者は、この

条例の施行の日（以下「施行日」という。）に、第５条第１項の規定により、審査会の委員と

して委嘱されたものとみなす。 

３ 前項の規定により施行日に委嘱されたものとみなされる委員の任期は、第５条第２項の規

定にかかわらず、旧審査会の委員としての任期の残任期間とする。 

４ 施行日前に旧審査会にされた審査請求に関する諮問（この条例の施行の際これに係る調査

審議を終えていないものに限る。）は、施行日において審査会に諮問されたものとみなす。こ

の場合において、旧審査会により施行日前に行われた調査審議は、この条例の定めるところ

により審査会により行われたものとみなす。 

 

 

提 案 理 由 

 高梁市情報公開及び個人情報保護に関する条例の廃止に伴い、高梁市情報公開・個人情報保
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護審査会の設置等に関し必要な事項を定めるため。 
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議案第８号 

高梁市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

高梁市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

令和５年３月６日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

高梁市条例第  号 

（令和５年  月  日制定）   

高梁市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

高梁市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１６年高梁市条例第４１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

第１０条第２項中「１００円」を「２００円」に、「３００円」を「５００円」に改める。 

 

附 則（令和５年高梁市条例第  号） 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

   提 案 理 由 

成羽長寿園及び鶴寿荘における汚物処理業務の手当額を増額するため。 



 

 

3
6
 

（参考）                 高梁市職員の特殊勤務手当に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

(成羽長寿園及び鶴寿荘に勤務する職員の特殊勤務手当) (成羽長寿園及び鶴寿荘に勤務する職員の特殊勤務手当) 

第10条 略 第10条 略 

2 前項の手当は、成羽長寿園に勤務する職員にあっては日額200円を、

鶴寿荘に勤務する職員にあっては日額500円を超えて支給してはなら

ない。 

2 前項の手当は、成羽長寿園に勤務する職員にあっては日額100円を、

鶴寿荘に勤務する職員にあっては日額300円を超えて支給してはなら

ない。 
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議案第９号 

   高梁市常山交流センター条例の一部を改正する条例 

 高梁市常山交流センター条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

  令和５年３月６日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

高梁市条例第  号 

（令和５年  月  日制定）   

   高梁市常山交流センター条例の一部を改正する条例 

 高梁市常山交流センター条例（平成１７年高梁市条例第５号）の一部を次のように改正

する。 

 

 第１０条第１項中「を利用」を「において次に掲げる行為を」に改め、同項に次の３号

を加える。 

 (1) 別表の１、２、３に掲げる施設等の利用 

 (2) 物品の販売及びこれに類する行為 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める行為 

 

 第１５条第２項を次のように改める。 

２ 使用料は、別表の１、２、３に掲げる基準額に１．５を乗じて得た額までの範囲内の

額で市長又は指定管理者が定める額及び同表の４に掲げる金額を合算した額とする。 

 

 別表を次のように改める。 

別表（第９条、第１５条関係） 

 １ 研修棟 

利用区分 

 

 

室名 

基準額 

午前 午後 夜間 昼間 昼夜間 全日 

９時～正午 １３時～１

７時 

１８時～２２

時 

９時～１７時 １３時～２２

時 

９時～２２時 
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研修室 ５００円 ５００円 １，０００円 １，０００円 １，５００円 ２，０００円 

実習室 ５００円 ５００円 １，０００円 １，０００円 １，５００円 ２，０００円 

調理室 ５００円 ５００円 １，０００円 １，０００円 １，５００円 ２，０００円 

 備考 

 (1) 利用時間を超過し、又は繰り上げて利用するときは、１時間を限度として、規定

料金の１０分の５相当額を追徴する。 

 (2) 利用時間を超過し、又は繰り上げて利用するときは、その時間が含まれる時間帯

の料金を徴収する。 

 (3) 冷暖房設備を利用するときは、その利用期間中の使用料の１０分の５相当額を追

徴する。 

 (4) 基準額には、消費税を含まないものとする。 

 ２ 設備 

区分 単位 基準額 

シャワー設備 １人１回 １００円 

 備考 基準額には、消費税を含まないものとする。  

３ キャンプサイト（炊事棟を含む。） 

区分 単位 基準額 

１泊２日 １区画 １，０００円 

高校・一般１人当たり ４００円 

小・中学生１人当たり ２００円 

１日 １区画 ５００円 

高校・一般１人当たり ２００円 

小・中学生１人当たり １００円 

 備考 基準額には、消費税を含まないものとする。 

 ４ その他 

区分 単位 金額 

第１０条第１項第２号又は第

３号に掲げる行為 

市長又は指定管理者が別

に定める単位 

市長又は指定管理者が別に

定める額 
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   附 則（令和５年高梁市条例第  号） 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の施設の利用時間、使用料等に係る規定は、この条例の施行の

日以後に使用した者から適用し、同日前から継続使用した者については、なお従前の例

による。 

 

 

提 案 理 由 

 高梁市常山交流センターの使用料等の見直しを行うため。 



 

 

4
0
 

（参考）                    高梁市常山交流センター条例新旧対照表 

改正案 現行 

(利用の許可) (利用の許可) 

第10条 交流センターにおいて次に掲げる行為をしようとする者(以下

「利用者」という。)は、あらかじめ市長の許可を受けなければなら

ない。 

 (1) 別表の1、2、3に掲げる施設等の利用 

 (2) 物品の販売及びこれに類する行為 

 (3) 前2号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める行為 

第10条 交流センターを利用しようとする者(以下「利用者」という。)

は、あらかじめ市長の許可を受けなければならない。 

2 略 2 略 

(使用料) (使用料) 

第15条 略 第15条 略 

2 使用料は、別表の1、2、3に掲げる基準額に1.5を乗じて得た額まで

の範囲内の額で市長又は指定管理者が定める額及び同表の4に掲げる

金額を合算した額とする。 

2 使用料の額は別表に掲げるとおりとする。 

3・4  略 3・4 略  

別表(第9条、第15条関係) 別表(第9条、第15条関係) 

1 研修棟 (1) 研修棟 

利用区分 

 

 

室名 

基準額 

午前 午後 夜間 昼間 昼夜間 全日 

9時～正

午 

13時～1

7時 

18時～22

時 

9時～17

時 

13時～22

時 

9時～22

時 

利用区分 

 

 

室名 

午前 午後 夜間 全日 

9:00～12:00 13:00～17:00 18:00～22:00 9:00～22:00 



 

 

4
1
 

研修室 500円 500円 1,000円 1,000円 1,500円 2,000円 

実習室 500円 500円 1,000円 1,000円 1,500円 2,000円 

調理室 500円 500円 1,000円 1,000円 1,500円 2,000円 
 

研修室 500円 500円 1,000円 1,500円 

実習室 500円 500円 1,000円 1,500円 

調理室 500円 500円 1,000円 1,500円 
 

備考  

(1) 利用時間を超過し、又は繰り上げて利用するときは、1時間を限

度として、規定料金の10分の5相当額を追徴する。 

1 利用申込時間を超過し、又は繰り上げて利用するときは、1時間を

限度として、規定料金の10分の5相当額を追徴する。 

(2) 利用時間を超過し、又は繰り上げて利用するときは、その時間が

含まれる時間帯の料金を徴収する。 

2 超過又は繰り上げて利用する時間を超えるときは、その時間が含

まれる時間帯の料金を徴収する。 

(3) 冷暖房設備を利用するときは、その利用期間中の使用料の10分

の5相当額を追徴する。 

 

(4) 基準額には、消費税を含まないものとする。  

2 設備  

区分 単位 基準額 

シャワー設備 1人1回 100円 
 

 

 備考 基準額には、消費税を含まないものとする。  

3 キャンプサイト(炊事棟を含む。) (2) キャンプサイト(炊事棟含む) 

区分 単位 基準額 

1泊2日 1区画 1,000円 

高校・一般1人当たり 400円 

小・中学生1人当たり 200円 

1日 1区画 500円 

高校・一般1人当たり 200円 

  高校・一般1人当り 小・中学生1人当り 

1泊2日 

(午後3時～翌日正午まで 

 

300円 150円 

1日 

(午前9時～午後5時まで 

100円 50円 

 



 

 

4
2
 

小・中学生1人当たり 100円 
 

 備考 基準額には、消費税を含まないものとする。  

4 その他  

区分 単位 金額 

第10条第1項第2号又は第3

号に掲げる行為 

市長又は指定管理者

が別に定める単位 

市長又は指定管理者

が別に定める額 
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議案第１０号 

高梁市営地域住宅条例の一部を改正する条例 

高梁市営地域住宅条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

令和５年３月６日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

高梁市条例第  号 

（令和５年  月  日制定）   

高梁市営地域住宅条例の一部を改正する条例 

高梁市営地域住宅条例（平成２９年高梁市条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

  

第２３条を第２４条とし、第２２条の次に１条を加える。 

（地域住宅の社宅使用） 

第２３条 市長は、市内の法人が地域住宅を使用して従業員等の居住を目的に社宅を設けるこ

とが必要であると認める場合においては、地域住宅の適正かつ合理的な管理に著しい支障の

ない範囲内で、地域住宅の使用を許可することができる。 

２ 市長は、前項の許可に条件を付すことができる。 

３ 法人は、地域住宅の使用戸数に応じて、第１１条別表で規定する１戸当たり家賃月額を使

用料として支払わなければならない。この場合において、地域住宅に入居する従業員等から

徴収することとなる家賃相当額は、同条別表に定める額を超えてはならない。 

４ 地域住宅の社宅使用に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

別表千枚住宅の項の前に次のように加える。 

 

 

市場第１

住宅 

高梁市有漢町有漢

２０９４番地 

木造平

屋建 

平成４年度 ３ＤＫ ２戸 ６７．０㎡ ３０，９００円 

横見第１

住宅 

高梁市有漢町有漢

５６８３番地３ 

木造平

屋建 

平成１１年度 ３ＤＫ ２戸 ７０．０㎡ ３５，０００円 
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附 則（令和５年高梁市条例第  号） 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（高梁市営住宅条例の一部改正） 

２ 高梁市営住宅条例（平成１６年高梁市条例第２６２号）の一部を次のように改正する。 

別表市場第１住宅の項中「１０戸」を「８戸」に、横見第１住宅の項中「１４戸」を「１

２戸」に、横見第２住宅の項中「８戸」を「６戸」に改める。 

 

 

提 案 理 由 

地域住宅の社宅使用の規定の整備及び市営住宅の一部を地域住宅へ移行するため。 

横見第２

住宅 

高梁市有漢町有漢

５７１６番地１ 

木造平

屋建 

平成１３年度 ３ＤＫ 

 

２戸 ７０．０㎡ ３５，０００円 



 

 

4
5
 

（参考）                     高梁市営地域住宅条例新旧対照表 

改正案 現行 

(地域住宅の社宅使用) 

第23条 市長は、市内の法人が地域住宅を使用して従業員等の居住を目

的に社宅を設けることが必要であると認める場合においては、地域住

宅の適正かつ合理的な管理に著しい支障のない範囲内で、地域住宅の

使用を許可することができる。 

2 市長は、前項の許可に条件を付すことができる。 

3 法人は、地域住宅の使用戸数に応じて、第11条別表で規定する1戸当

たり家賃月額を使用料として支払わなければならない。この場合にお

いて、地域住宅に入居する従業員等から徴収することとなる家賃相当

額は、同条別表に定める額を超えてはならない。 

4 地域住宅の社宅使用に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

(委任) (委任) 

第24条 略 第23条 略 

別表(第2条、第11条関係) 別表(第2条、第11条関係) 

名称 位置 構造 建築年

度 

室構

造 

戸数 住戸の専

用床面積 

1戸当たり家

賃月額 

市場

第1

住宅 

高梁市有漢

町有漢209

4番地 

木造平

屋建 

平成4

年度 

3DK 2戸 67.0㎡ 30,900円 

横見

第1

高梁市有漢

町有漢568

木造平

屋建 

平成11

年度 

3DK 2戸 70.0㎡ 35,000円 

名称 位置 構造 建築年

度 

室構

造 

戸数 住戸の専

用床面積 

1戸当たり家

賃月額 

千枚

住宅 

高梁市成羽

町吹屋404

番地 

木造2

階建 

平成4

年度 

3DK 6戸 72.7m2 17,400円 

（略） 
 



 

 

4
6
 

住宅 3番地3 

横見

第2

住宅 

高梁市有漢

町有漢571

6番地1 

木造平

屋建 

平成13

年度 

3DK 2戸 70.0㎡ 35,000円 

千枚

住宅 

高梁市成羽

町吹屋404

番地 

木造2

階建 

平成4

年度 

3DK 6戸 72.7m2 17,400円 

（略） 
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議案第１１号 

   高梁市コミュニティ施設条例の一部を改正する条例 

 高梁市コミュニティ施設条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

  令和５年３月６日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

高梁市条例第  号 

（令和５年  月  日制定）   

   高梁市コミュニティ施設条例の一部を改正する条例 

 高梁市コミュニティ施設条例（平成１６年高梁市条例第１６８号）の一部を次のように改正

する。 

 

 別表集会所の部領家集会所の項を削る。 

 

   附 則（令和５年高梁市条例第  号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

    提 案 理 由 

 領家集会所を廃止するため。 



 

 

4
8
 

（参考）                    高梁市コミュニティ施設条例新旧対照表 

改正案 現行 

別表(第3条関係) 別表(第3条関係) 

区分 名称 位置 

（略） 

集会所 成美集会所 高梁市成羽町成羽2771番地 

田原集会所 高梁市成羽町布寄145番地1 

大賀集会所 高梁市川上町仁賀633番地1 

田原荘分館 高梁市備中町東油野1254番地1 

布賀ふれあい会館 高梁市備中町布賀1546番地 

（略） 
 

区分 名称 位置 

（略） 

集会所 成美集会所 高梁市成羽町成羽2771番地 

田原集会所 高梁市成羽町布寄145番地1 

領家集会所 高梁市川上町地頭1422番地 

大賀集会所 高梁市川上町仁賀633番地1 

田原荘分館 高梁市備中町東油野1254番地1 

布賀ふれあい会館 高梁市備中町布賀1546番地 

（略） 
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議案第１２号 

高梁市墓地等の経営の許可等に関する条例の一部を改正する条例 

高梁市墓地等の経営の許可等に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

令和５年３月６日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

高梁市条例第  号 

（令和５年  月  日制定）   

高梁市墓地等の経営の許可等に関する条例の一部を改正する条例 

 高梁市墓地等の経営の許可等に関する条例（平成２４年高梁市条例第１３号）の一部を

次のように改正する。 

 

 第２０条第１項第２号中「宅地造成等規制法」を「宅地造成及び特定盛土等規制法」に、

「第３条の宅地造成工事規制区域」を「第１０条第１項の宅地造成等工事規制区域」に改

め、「関する工事」の次に「及び同条第３号に規定する特定盛土等に関する工事並びに同

法第２６条第１項の特定盛土等規制区域内において行う同法第２条第３号に規定する特定

盛土等に関する工事」を加え、同項第３号中「第５条」を「第５条第１項」に、「第１０

条の２」を「第１０条の２第１項」に改める。 

 

附 則（令和５年高梁市条例第  号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２０条第１項第２号の改正規定は、

令和５年５月２６日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 宅地造成等規制法の一部を改正する法律附則第２条第１項の規定によりなお従前の例

によることとされる宅地造成に関する工事等の規制及び同条第２項の規定によりなお従

前の例によることとされる宅地造成に関する工事の規制に係る工事である墓地の造成に

関する工事に対する改正前の高梁市墓地等の経営の許可等に関する条例第２０条第１項

第２号の規定の適用については、なお従前の例による。この場合において、同号中「宅

地造成等規制法」とあるのは、「宅地造成等規制法の一部を改正する法律（令和４年法律
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第５５号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりなお従前の例によることとされた

同法による改正前の宅地造成等規制法」とする。  

 

 

提 案 理 由 

宅地造成等規制法の改正等に伴い、所要の改正を行うため。 



 

 

5
1
 

（参考）                高梁市墓地等の経営の許可等に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

(適用除外) (適用除外) 

第20条 次に掲げる造成工事については、第14条の規定は適用しない。 第20条 次に掲げる造成工事については、第14条の規定は適用しない。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 宅地造成及び特定盛土等規制法(昭和36年法律第191号)第10条

第1項の宅地造成等工事規制区域内において行う同法第2条第2号に

規定する宅地造成に関する工事及び同条第3号に規定する特定盛土

等に関する工事並びに同法第26条第1項の特定盛土等規制区域内に

おいて行う同法第2条第3号に規定する特定盛土等に関する工事で

ある造成工事 

(2) 宅地造成等規制法(昭和36年法律第191号)第3条の宅地造成工事

規制区域内において行う同法第2条第2号に規定する宅地造成に関

する工事である造成工事 

(3) 森林法(昭和26年法律第249号)第5条第1項の地域森林計画の対

象となっている民有林において行う同法第10条の2第1項に規定す

る開発行為である造成工事及び同法第26条又は第26条の2に規定

する保安林の指定の解除を伴う造成工事 

(3) 森林法(昭和26年法律第249号)第5条の地域森林計画の対象とな

っている民有林において行う同法第10条の2に規定する開発行為で

ある造成工事及び同法第26条又は第26条の2に規定する保安林の

指定の解除を伴う造成工事 

(4) 略 (4) 略 

2 略 2 略 
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議案第１３号 

高梁市子ども・子育て会議条例の一部を改正する条例 

高梁市子ども・子育て会議条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

令和５年３月６日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則 

 

高梁市条例第  号 

（令和５年  月  日制定） 

高梁市子ども・子育て会議条例の一部を改正する条例 

高梁市子ども・子育て会議条例（平成２５年高梁市条例第３９号）の一部を次のように改正

する。 

 

第１条中「第７７条第１項」を「第７２条第１項」に改める。 

 

附 則（令和５年高梁市条例第  号） 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

提 案 理 由 

子ども・子育て支援法の改正に伴い、所要の改正を行うため。 



 

 

5
4
 

（参考）                   高梁市子ども・子育て会議条例新旧対照表 

改正案 現行 

(設置) 

第1条 子ども・子育て支援法(平成24年法律第65号。以下「法」とい

う。)第72条第1項の規定に基づき、高梁市子ども・子育て会議(以下

「子育て会議」という。)を設置する。 

(設置) 

第1条 子ども・子育て支援法(平成24年法律第65号。以下「法」とい

う。)第77条第1項の規定に基づき、高梁市子ども・子育て会議(以下

「子育て会議」という。)を設置する。 
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議案第１４号 

高梁市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例 

高梁市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例を次のとおり制定する。 

令和５年３月６日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則 

 

高梁市条例第  号 

（令和５年  月  日制定） 

高梁市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例 

高梁市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年高梁

市条例第５５号）の一部を次のように改正する。 

 

第６条の次に次の２条を加える。 

（安全計画の策定等） 

第６条の２ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保を図るため、放課後児童健全

育成事業所ごとに、当該放課後児童健全育成事業所の設備の安全点検、職員、利用者等に対

する事業所外での活動、取組等を含めた放課後児童健全育成事業所での生活その他の日常生

活における安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他放課後児童健全育成事業所におけ

る安全に関する事項についての計画（以下この条において「安全計画」という。）を策定 

し、当該安全計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、安全計画について周知するとともに、前項の

研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保に関して保護者との連携が図られるよ

う、保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等について周知しなければならない。  

４ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて安全計画

の変更を行うものとする。 

（自動車を運行する場合の所在の確認） 



56 

第６条の３ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の事業所外での活動、取組等のための移動

その他の利用者の移動のために自動車を運行するときは、利用者の乗車及び降車の際に、点

呼その他の利用者の所在を確実に把握することができる方法により、利用者の所在を確認し

なければならない。 

 

第１２条の次に次の１条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

第１２条の２ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所ごとに、感染症や非

常災害の発生時において、利用者に対する支援の提供を継続的に実施するための、及び非常

時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下この条において「業務継続計画」とい 

う。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずるよう努めなければならない。  

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必

要な研修及び訓練を定期的に実施するよう努めなければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務

継続計画の変更を行うよう努めるものとする。 

 

第１３条第２項中「必要な措置を講ずる」を「、職員に対し、感染症及び食中毒の予防及び

まん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施

する」に改める。 

 

附 則（令和５年高梁市条例第  号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（安全計画の策定等に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、第６条の２の規定の適用について

は、同条中「講じなければ」とあるのは「講ずるよう努めなければ」と、「実施しなけれ 

ば」とあるのは「実施するよう努めなければ」と、「周知しなければ」とあるのは「周知す

るよう努めなければ」とする。 
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提 案 理 由 

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準の改正に伴い、所要の改正を行うた

め。 
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(参考)          高梁市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例新旧対照表 

改正案 現行 

(放課後児童健全育成事業者と非常災害対策) 

第6条 略 

(安全計画の策定等) 

第6条の2 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保を図るた

め、放課後児童健全育成事業所ごとに、当該放課後児童健全育成事業

所の設備の安全点検、職員、利用者等に対する事業所外での活動、取

組等を含めた放課後児童健全育成事業所での生活その他の日常生活に

おける安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他放課後児童健全

育成事業所における安全に関する事項についての計画(以下この条にお

いて「安全計画」という。)を策定し、当該安全計画に従い必要な措置

を講じなければならない。 

2 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、安全計画について周知

するとともに、前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければならな

い。 

3 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保に関して保護者

との連携が図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の内

容等について周知しなければならない。 

4 放課後児童健全育成事業者は、定期的に安全計画の見直しを行い、

必要に応じて安全計画の変更を行うものとする。 

(自動車を運行する場合の所在の確認) 

第6条の3 放課後児童健全育成事業者は、利用者の事業所外での活動、

(放課後児童健全育成事業者と非常災害対策) 

第6条 略 
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取組等のための移動その他の利用者の移動のために自動車を運行する

ときは、利用者の乗車及び降車の際に、点呼その他の利用者の所在を

確実に把握することができる方法により、利用者の所在を確認しなけ

ればならない。 

(虐待等の禁止) 

第12条 略 

(業務継続計画の策定等) 

第12条の2 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所

ごとに、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する支援の

提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開

を図るための計画(以下この条において「業務継続計画」という。)を

策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずるよう努めなけれ

ばならない。 

2 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、業務継続計画について

周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施するよう努め

なければならない。 

3 放課後児童健全育成事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行

い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うよう努めるものとする。 

(衛生管理等) 

第13条 略 

2 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所において

感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように、職員に対し、

感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症 

 

 

 

 

(虐待等の禁止) 

第12条 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(衛生管理等) 

第13条 略 

2 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所において

感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講

ずるよう努めなければならない。 
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の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施するよう努めな

ければならない。 

3 略 

 

 

3 略 
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議案第１５号 

高梁市学童保育条例の一部を改正する条例 

高梁市学童保育条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

令和５年３月６日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則 

 

高梁市条例第  号 

（令和５年  月  日制定） 

高梁市学童保育条例の一部を改正する条例 

高梁市学童保育条例（平成１６年高梁市条例第１１８号）の一部を次のように改正する。 

 

別表巨瀬学童保育の項中「４９６６番地２」を「４９７２番地５」に、「巨瀬小学校」を

「巨瀬幼稚園」に改める。 

 

附 則（令和５年高梁市条例第  号） 

この条例は、令和５年５月１日から施行する。 

 

 

提 案 理 由 

巨瀬学童保育の場所を巨瀬幼稚園内とするため。 
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（参考）                       高梁市学童保育条例新旧対照表 

改正案 現行 

別表(第2条関係) 

名称 場所 定員 

（略） 

巨瀬学童保育 高梁市巨瀬町4972番地5 巨瀬幼稚園内 20人 

（略） 
 

別表(第2条関係) 

名称 場所 定員 

（略） 

巨瀬学童保育 高梁市巨瀬町4966番地2 巨瀬小学校内 20人 

（略） 
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議案第１６号 

   高梁市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 高梁市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

  令和５年３月６日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

高梁市条例第  号 

（令和５年  月  日制定）   

   高梁市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 高梁市国民健康保険条例（平成１６年高梁市条例第１４６号）の一部を次のように改正する。 

 

 第６条第１項中「４２万円」を「５０万円」に改める。 

 

   附 則（令和５年高梁市条例第  号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置) 

２ この条例の施行の日前に出産した第６条第１項の規定による出産育児一時金の額について

は、なお従前の例による。 

 

 

    提 案 理 由 

 健康保険法施行令の改正に伴い、出産育児一時金の額の引き上げを行うため。 
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（参考） 高梁市国民健康保険条例新旧対照表 

改正案 現行 

(出産育児一時金) (出産育児一時金) 

第6条 被保険者が出産したときは、当該被保険者の属する世帯の世帯

主に対し、出産育児一時金として50万円を支給する。 

第6条 被保険者が出産したときは、当該被保険者の属する世帯の世帯

主に対し、出産育児一時金として42万円を支給する。 

2 略 2 略 
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議案第１７号 

   高梁市デイサービスセンター条例の一部を改正する条例 

 高梁市デイサービスセンター条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

  令和５年３月６日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

高梁市条例第  号 

（令和５年  月  日制定）   

   高梁市デイサービスセンター条例の一部を改正する条例 

 高梁市デイサービスセンター条例（平成１６年高梁市条例第１３６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

 第７条中「１０年間」を「５年間」に改める。 

 

   附 則（令和５年高梁市条例第  号） 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

    提 案 理 由 

 指定管理者の管理の期間の見直しを行うため。 
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（参考）                   高梁市デイサービスセンター条例新旧対照表 

改正案 現行 

(指定管理者の管理の期間) (指定管理者の管理の期間) 

第7条 指定管理者がデイサービスセンターの管理を行う期間は、指定

を受けた日の属する年度の4月1日(当該指定を受けた日が4月1日の場

合は、当該日)から起算して5年間とする。ただし、再指定を妨げない。 

第7条 指定管理者がデイサービスセンターの管理を行う期間は、指定

を受けた日の属する年度の4月1日(当該指定を受けた日が4月1日の場

合は、当該日)から起算して10年間とする。ただし、再指定を妨げな

い。 
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議案第１８号 

   高梁市消防団員の任免、給与、服務等に関する条例の一部を改正する条例 

 高梁市消防団員の任免、給与、服務等に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定

する。 

  令和５年３月６日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

高梁市条例第  号 

（令和５年  月  日制定）   

   高梁市消防団員の任免、給与、服務等に関する条例の一部を改正する条例 

 高梁市消防団員の任免、給与、服務等に関する条例（平成１６年高梁市条例第２８２号）の

一部を次のように改正する。 

 

 第１２条第２項中「別表」を「別表第１及び別表第２」に改める。 

 

 第１３条第３項を削る。 

 

 別表を次のように改める。 

別表第１（第１２条関係） 

 年額報酬 

職名 金額 

団長 年額 ８２，５００円 

副団長 〃  ６９，０００円 

本部長 

分団長 

〃  ５０，５００円 

副本部長 

副分団長 

〃  ４５，５００円 

指導部長 

部長 

〃  ３７，０００円 
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指導副部長 

副部長 

班長 

〃  ３７，０００円 

団員（基本消防団員） 

  （機能別消防団員） 

〃  ３６，５００円 

出動１回につき５０円 

 

別表第１の次に次の１表を加える。 

別表第２（第１２条関係） 

 出動報酬 

種類 支給単位 支給額 

火災、災害、警戒等 

２時間未満 ２，０００円 

２時間以上４時間未満 ４，０００円 

４時間以上６時間未満 ６，０００円 

６時間以上 ８，０００円 

訓練、会議等 １回につき      ２，０００円 

 備考 ２日以上にわたる出動については、午前０時をもってそれまでの出動時間や業務の負

荷を勘案し支給額を決定する。 

 

   附 則（令和５年高梁市条例第  号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の高梁市消防団員の任免、給与、服務等に関する条例第１２条及び

第１３条の規定は、この条例の施行の日以後に火災、訓練等の職務への従事を開始する場合

について適用し、同日前に火災、訓練等の職務への従事を開始した場合については、従前の

例による。 

 

 

    提 案 理 由 

 高梁市消防団員の年額報酬額及び出動報酬額の改正を行うため。 
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（参考）               高梁市消防団員の任免、給与、服務等に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

(報酬) (報酬) 

第12条 略 第12条 略 

2 前項の規定による報酬の額は、別表第1及び別表第2のとおりとする。 2 前項の規定による報酬の額は、別表のとおりとする。 

3 略 3 略 

(費用弁償) (費用弁償) 

第13条 略 第13条 略 

2 略 2 略 

 3 団員が、水火災又は訓練等で出動したときは、予算の範囲内におい

て別に定める額を支給する。 

別表第1(第12条関係) 

 年額報酬 

別表(第12条関係) 

 

職名 金額 

団長 年額 82,500円 

副団長 〃  69,000円 

本部長 

分団長 

〃  50,500円 

副本部長 

副分団長 

〃  45,500円 

指導部長 

部長 

〃  37,000円 

職名 金額 

団長 年額 175,000円 

副団長 〃 96,000円 

本部長 

分団長 

〃 71,000円 

副本部長 

副分団長 

〃 51,000円 

指導部長 

部長 

〃 41,000円 
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指導副部長 

副部長 

班長 

〃  37,000円 

団員(基本消防団員) 〃  36,500円 

(機能別消防団員) 出動1回につき50円 
 

指導副部長 

副部長 

班長 

〃 19,500円 

団員(基本消防団員) 〃 18,500円 

(機能別消防団員) 出動1回につき50円 
 

別表第2(第12条関係)  

 出動報酬 

 備考 2日以上にわたる出動については、午前0時をもってそれまでの 

出動時間や業務の負荷を勘案し支給額を決定する。 

種類 支給単位 支給額 

火災、災害、警戒等 2時間未満 2,000 円 

2時間以上 4時間未満 4,000 円 

4時間以上 6時間未満 6,000 円 

6時間以上 8,000 円 

訓練、会議等 1回につき 2,000 円 
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議案第１９号 

高梁市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定 

める条例の一部を改正する条例 

高梁市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

令和５年３月６日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

高梁市条例第  号 

（令和５年 月  日制定）   

高梁市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定 

める条例の一部を改正する条例 

高梁市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（平

成２６年高梁市条例第５３号）の一部を次のように改正する。 

 

第２６条を次のように改める。 

第２６条 削除 

 

第４２条第４項中「特定地域型保育事業者による」を「次のいずれかに該当するときは、」

に改め、「に掲げる事項に係る連携施設の確保が著しく困難であると認めるときは、同号」

を削り、同項に次の２号を加える。 

(1) 市長が、児童福祉法第２４条第３項（同法附則第７３条第１項の規定により読み替

えて適用する場合を含む。）の規定による調整を行うに当たって、特定地域型保育事

業者による特定地域型保育の提供を受けていた満３歳未満保育認定子どもを優先的

に取り扱う措置その他の特定地域型保育事業者による特定地域型保育の提供の終了

に際して、当該満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者の希望に

基づき、引き続き必要な教育・保育が提供されるよう必要な措置を講じているとき。 

(2) 特定地域型保育事業者による第１項第３号に掲げる事項に係る連携施設の確保が

著しく困難であると認めるとき。（前号に該当する場合を除く。） 
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第４２条第５項中「前項」の次に「（第２号に係る部分に限る。）」を加え、「、次に掲げる

もの（入所定員が２０人以上のものに限る。）」を「次に掲げるもの（入所定員が２０人以上

のものに限る。）又は国家戦略特別区域法（平成２５年法律第１０７号）第１２条の４第１

項に規定する国家戦略特別区域小規模保育事業を行う事業所」に、「行う者」を「行う施設

又は事業所」に改める。 

 

附 則（令和５年高梁市条例第  号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

提 案 理 由 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運

営に関する基準の改正に伴い、所要の改正を行うため。 
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（参考）         高梁市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例新旧対照表 

改正案 現行 

 

第26条 削除 

(懲戒に係る権限の濫用禁止) 

第26条 特定教育・保育施設(幼保連携型認定こども園及び保育所に限

る。以下この条において同じ。)の長たる特定教育・保育施設の管理

者は、教育・保育給付認定子どもに対し児童福祉法第47条第3項の規

定により懲戒に関しその教育・保育給付認定子どもの福祉のために必

要な措置を採るときは、身体的苦痛を与え、人格を辱める等その権限

を濫用してはならない。 

(特定教育・保育施設等との連携) (特定教育・保育施設等との連携) 

第42条 略 第42条 略 

2・3 略 2・3 略 

4 市長は、次のいずれかに該当するときは、第1項第3号の規定を適用

しないこととすることができる。 

4 市長は、特定地域型保育事業者による第1項第3号に掲げる事項に係

る連携施設の確保が著しく困難であると認めるときは、同号の規定を

適用しないこととすることができる。 

(1) 市長が、児童福祉法第24条第3項(同法附則第73条第1項の規定に

より読み替えて適用する場合を含む。)の規定による調整を行うに

当たって、特定地域型保育事業者による特定地域型保育の提供を受

けていた満3歳未満保育認定子どもを優先的に取り扱う措置その他

の特定地域型保育事業者による特定地域型保育の提供の終了に際

して、当該満3歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保

護者の希望に基づき、引き続き必要な教育・保育が提供されるよう

必要な措置を講じているとき。 
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(2) 特定地域型保育事業者による第1項第3号に掲げる事項に係る連

携施設の確保が著しく困難であると認めるとき。(前号に該当する

場合を除く。) 

 

5 前項(第2号に係る部分に限る。)の場合において、特定地域型保育事

業者は、児童福祉法第59条第1項に規定する施設のうち次に掲げるも

の(入所定員が20人以上のものに限る。)又は国家戦略特別区域法(平成

25年法律第107号)第12条の4第1項に規定する国家戦略特別区域小規

模保育事業を行う事業所であって、市長が適当と認めるものを第1項

第3号に掲げる事項に係る連携協力を行う施設又は事業所として適切

に確保しなければならない。 

5 前項の場合において、特定地域型保育事業者は、児童福祉法第59条

第1項に規定する施設のうち、次に掲げるもの(入所定員が20人以上の

ものに限る。)であって、市長が適当と認めるものを第1項第3号に掲

げる事項に係る連携協力を行う者として適切に確保しなければなら

ない。 

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略 

6～9 略 6～9 略 
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議案第２０号 

高梁市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を 

改正する条例 

高梁市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条

例を次のとおり制定する。 

令和５年３月６日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

高梁市条例第  号 

（令和５年 月  日制定）   

高梁市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を 

改正する条例 

高梁市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年高梁市

条例第５４号）の一部を次のように改正する。 

 

第７条の次に次の１条を加える。 

（自動車を運行する場合の所在の確認） 

第７条の２ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の事業所外での活動、取組等のための移

動その他の利用乳幼児の移動のために自動車を運行するときは、利用乳幼児の乗車及び

降車の際に、点呼その他の利用乳幼児の所在を確実に把握することができる方法により、

利用乳幼児の所在を確認しなければならない。 

２ 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業所を除く。）は、利用乳幼児の送迎を目的と

した自動車（運転者席及びこれと並列の座席並びにこれらより一つ後方に備えられた前

向きの座席以外の座席を有しないものその他利用の態様を勘案してこれと同程度に利用

乳幼児の見落としのおそれが少ないと認められるものを除く。）を日常的に運行するとき

は、当該自動車にブザーその他の車内の利用乳幼児の見落としを防止する装置を備え、

これを用いて前項に定める所在の確認（利用乳幼児の降車の際に限る。）を行わなければ

ならない。 

 

第１３条を次のように改める。 
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第１３条 削除 

 

附 則（令和５年高梁市条例第  号） 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第７条の２の改正規定は令和５年４月

１日から施行する。 

（自動車を運行する場合の所在の確認に係る経過措置） 

２ 改正後の第７条の２第２項の規定の適用については、家庭的保育事業者等において利

用乳幼児の送迎を目的とした自動車を日常的に運行する場合であって、当該自動車に同

項に規定するブザーその他の車内の利用乳幼児の見落としを防止する装置（以下この項

において「ブザー等」という。）を備えること及びこれを用いることにつき困難な事情が

あるときは、令和６年３月３１日までの間、当該自動車にブザー等を備えないことがで

きる。この場合において、利用乳幼児の送迎を目的とした自動車を日常的に運行する家

庭的保育事業者等は、ブザー等の設置に代わる措置を講じて利用乳幼児の所在の確認を

行わなければならない。 

 

 

提 案 理 由 

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の改正に伴い、所要の改正を行うため。 
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（参考）            高梁市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例新旧対照表 

改正案 現行 

(自動車を運行する場合の所在の確認) 

第7条の2 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の事業所外での活動、取

組等のための移動その他の利用乳幼児の移動のために自動車を運行

するときは、利用乳幼児の乗車及び降車の際に、点呼その他の利用乳

幼児の所在を確実に把握することができる方法により、利用乳幼児の

所在を確認しなければならない。 

2 家庭的保育事業者等(居宅訪問型保育事業所を除く。)は、利用乳幼児

の送迎を目的とした自動車(運転者席及びこれと並列の座席並びにこ

れらより一つ後方に備えられた前向きの座席以外の座席を有しない

ものその他利用の態様を勘案してこれと同程度に利用乳幼児の見落

としのおそれが少ないと認められるものを除く。)を日常的に運行す

るときは、当該自動車にブザーその他の車内の利用乳幼児の見落とし

を防止する装置を備え、これを用いて前項に定める所在の確認(利用

乳幼児の降車の際に限る。)を行わなければならない。 

 

 

第13条 削除 

(懲戒に係る権限の濫用禁止) 

第13条 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児に対し法第47条第3項の規

定により懲戒に関しその利用乳幼児の福祉のために必要な措置を採

るときは、身体的苦痛を与え、人格を辱める等その権限を濫用しては

ならない。 
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議案第２１号 

   市道路線の変更について 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第３項の規定に基づき、市道の路線を次のと

おり変更する。 

（名称） 

新路線名 旧路線名 起 点  終 点 

楢林旧道線 楢林線 
起点 上谷町４２７８番地先   から 

終点 上谷町４５０５番第１地先 まで 

計 １ 路 線   

 

（延長） 

路 線 名 起 点  終 点 延長ｍ 幅員ｍ 

上谷天王線 

新 
起点 上谷町４４５２番地先 から 

終点 上谷町４４９３番２地先まで 
118.0 0.7～3.5 

旧 
起点 上谷町４４５２番地先 から 

終点 上谷町４４９７番１地先まで 
166.0 0.7～3.5 

計 １ 路 線  48.0 減  

 

 令和５年３月６日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

 

    提 案 理 由 

 道路法の規定に基づき市道路線の変更をするため。 
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上谷町地内 起点 上谷町４２７８番地先   から 

市道楢林旧道線 終点 上谷町４５０５番第１地先 まで 

 

 

終点 
上谷町 4505 番第 1 地先 

起点 
上谷町 4278 番地先 

認定区間 
Ｌ＝345.0ｍ 
Ｗ＝2.1～4.3ｍ 

(旧) 市道楢林線 
(新) 市道楢林旧道線 

市道上谷住宅線 

国道 484 号 

市道薬師院上谷線 

市道上谷２号線 

市道上谷３号線 
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上谷町地内 起点 上谷町４４５２番地先 から 

市道上谷天王線 終点 上谷町４４９３番２地先まで 

 

 

起点 
上谷町 4452 番地先 

国道 484 号 

市道中原町大久保線 

変更区間（減） 
Ｌ＝48.0ｍ 
Ｗ＝0.7ｍ 

至 国道 180号 至 吉備中央町 

変更前の終点 
上谷町 4497 番 1 地先 

変更後の終点 
上谷町 4493 番 2 地先 

市道楢林旧道線 

市道中原楢井線 

新規認定予定路線 
市道楢林線 

市道上谷２号線 

市道薬師院上谷線 
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（参考） 

道路法（抜すい） 

（路線の廃止又は変更） 

第１０条 都道府県知事又は市町村長は、都道府県道又は市町村道について、一般交通の用に

供する必要がなくなったと認める場合においては、当該路線の全部又は一部を廃止すること

ができる。路線が重複する場合においても、同様とする。 

２ 都道府県知事又は市町村長は、路線の全部又は一部を廃止し、これに代わるべき路線を認

定しようとする場合においては、これらの手続に代えて、路線を変更することができる。  

３ 第７条第２項から第８項まで及び前条の規定は前２項の規定による都道府県道の路線の廃

止又は変更について、第８条第２項から第５項まで及び前条の規定は第２項の規定による市

町村道の路線の廃止又は変更について、それぞれ準用する。 
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議案第２２号 

   市道路線の認定について 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定に基づき、市道の路線を次のとお

り認定する。 

（新規路線） 

路線名 起 点  終 点 延長ｍ 幅員ｍ 

下谷南団地線 
起点 下谷町５０４３番１２地先から 

終点 下谷町５０５０番４地先 まで 
194.0 4.0～6.0 

楢林線 
起点 上谷町４４９３番２地先 から 

終点 上谷町４１１０番２地先 まで 
491.0 5.0 

計 ２ 路 線  685.0  

  

 令和５年３月６日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

 

    提 案 理 由 

 道路法の規定に基づき市道路線の認定をするため。 
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下谷町地内 起点 下谷町５０４３番１２地先から 

市道下谷南団地線 終点 下谷町５０５０番４地先 まで 

 

  

終点 
下谷町 5050 番 4 地先 

起点 
下谷町 5043 番 12 地先 

市道南町近似線 

市道下谷原田南線 
認定区間 
Ｌ＝194.0ｍ 
Ｗ＝4.0～6.0ｍ 

市道段町下谷町線 

市道段原田南線 
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上谷町地内 起点 上谷町４４９３番２地先 から 

市道楢林線 終点 上谷町４１１０番２地先 まで 

 

 

終点 
上谷町 4110 番 2 地先 

起点 
上谷町 4493 番 2 地先 

市道楢林旧道線 

至 吉備中央町 

認定区間 
Ｌ＝491.0ｍ 
Ｗ＝5.0ｍ 

国道 484 号 

至 国道 180 号 

市道薬師院上谷線 

市道上谷２号線 

市道上谷３号線 
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（参考） 

道路法（抜すい） 

（市町村道の意義及びその路線の認定） 

第８条 第３条第４号の市町村道とは、市町村の区域内に存する道路で、市町村長がその路線

を認定したものをいう。 

２ 市町村長が前項の規定により路線を認定しようとする場合においては、あらかじめ当該市

町村の議会の議決を経なければならない。 

３～５ 略 
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議案第２３号 

   弥高山公園の指定管理者の指定について 

 次のとおり弥高山公園の指定管理者を指定することについて、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求める。 

  令和５年３月６日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

名  称 
指定管理者 

指定の期間 
所 在 地 名  称 

弥高山公園 
高梁市旭町１３３

５番地７ 

一般社団法人高梁市

観光協会 

代表理事 藤岡 孝 

令和 ５年４月 １日から 

令和１０年３月３１日まで 

 

 

    提 案 理 由 

 弥高山公園の指定管理者を指定するため。 
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（参考） 

 

地方自治法 （抜すい） 

（公の施設の設置、管理及び廃止）  

第２４４条の２ 略 

２～５ 略 

６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、当該普通地

方公共団体の議会の議決を経なければならない。  

７～１１ 略 
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議案第２４号 

高梁市滞在型宿泊施設の指定管理者の指定について 

次のとおり高梁市滞在型宿泊施設の指定管理者を指定することについて、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求める。 

令和５年３月６日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

名  称 
指定管理者 

指定の期間 
所 在 地 名  称 

高梁市滞在型宿泊施

設 

高梁市成羽町吹屋

１１１４番地２ 

株式会社吹屋 

代表取締役 戸田

誠 

令和 ５年４月 １日から 

令和１０年３月３１日まで 

 

 

    提 案 理 由 

高梁市滞在型宿泊施設の指定管理者を指定するため。
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議案第２５号 

高梁市川上デイサービスセンターの指定管理者の指定について 

次のとおり高梁市川上デイサービスセンターの指定管理者を指定することについて、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求める。 

令和５年３月６日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

名  称 
指定管理者 

指定の期間 
所 在 地 名  称 

高梁市川上デイサー

ビスセンター 

高梁市向町２１

番地３ 

社会福祉法人高梁市

社会福祉協議会 

会長 森田 仲一 

令和 ５年４月 １日から 

令和１０年３月３１日まで 

 

 

提 案 理 由 

高梁市川上デイサービスセンターの指定管理者を指定するため。
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議案第２６号 

高梁市高齢者見守り支援施設の指定管理者の指定について 

次のとおり高梁市高齢者見守り支援施設の指定管理者を指定することについて、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求める。 

令和５年３月６日提出 

高梁市長  近 藤 隆 則   

 

名  称 
指定管理者 

指定の期間 
所 在 地 名  称 

川上高齢者見守り

支援施設 

高梁市川上町地頭 

２３４０番地 

ＮＰＯ法人絆かわかみ 

理事長 宮﨑 孝司 

令和 ５年４月 １日から 

令和１０年３月３１日まで 

 

 

提 案 理 由 

高梁市高齢者見守り支援施設の指定管理者を指定するため。 



 


